


















 Sustainable Development Goals (SDGs) are steadily spreading in society. But are they really goals 
that we should aim for in the world? If so, how can they be effectively addressed to implement the SDGs 
with various actors? In order to answer these questions, this paper first examined the significance of SDGs. 
Secondly, how Japan can improve multi-level governance in implementing SDGs were considered. As the 
significance of SDGs, we derived the following four points. (1) A comprehensive set of concrete goals with 
a due date for various problems that prevent sustainable development. (2) Integrated solutions began to be 
demanded. (3) They facilitate transformation of society. (4) SDGs pushed sustainable development to a major 
agenda of the world. There are three elements of multi-level governance: vertical coordination, horizontal 
coordination, and stakeholder engagement. In the implementation of SDGs and follow-up & review, it 
became clear that in relation to Japan, there is room for improvement in all three elements of multi-level 
governance. Especially for Japan, it is essential to draw a firm picture of future society, and to identify the 
way to go forward by backcasting from there. When considering that, process where multi-stakeholders 
are fully engaged should be taken.
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出典：Zusman and Amanuma eds. 2018








て、誰一人取り残さないこと「leaving no one 























































係性を見ていく。表 1 に SDGs の 17 ゴールを、














SDGs のゴール 6 では、6.1 と 6.2 が飲料水や衛
生施設へのアクセスを追求するものであり、6.3



























































































































































毎年開催されるものと、国連総会主催で 4 年に 1
度の頻度で開催されるものの 2 種類がある。国連
総会主催の HLPF は、各国の首脳レベルが参加
する。2019 年は 2030 アジェンダが採択されて












VNR は、各国が自主的に SDGs の取組みを発
表するもので、2016 年は 22 ヵ国、2017 年は
43 ヵ国、2018 年は 46 ヵ国が発表を行った（日
本は 2017 年に VNR を実施）。2030 アジェンダ
採択後の年次 HLPF のテーマとゴールは以下の























図 2 SDGs のゴール 6 と他のゴール 性を示した図（UNESCAP 2018） 
 













性 の 確 保（4、8、10、13、16、
17）
　国連総会主催および ECOSOC 主催のいずれの

























同じく ESCAP が主催する「SDGs に関する北
東アジア・マルチステークホルダーフォーラム」




参加国数の関係もあり、APFSD は HLPF ほど、




マルチステークホルダーフォーラム」（NEA SDGs、6 か国が参加）が HLPF 前年の秋頃に開催
されている。いずれの会合も HLPF で取り上げるテーマと SDGs のゴールについての進捗状況、






図 3 SDGs のレビュープロセス（筆者作成） 
 




 連続性が弱いという点については、例えば NEA SDGs の会合の結果は APFSD で報告されるも
のの、それについて地域の視点から何をどう改善していくか等の議論はされない。同様に、APFSD
の結果はHLPFで報告されるものの、そこから先の議論に結び付いていない。この原因の一つは、







                                                   
3 メジャーグループには、ビジネスと産業、子どもと若者、農家、先住民、自治体、NGO、科学・
技術者コミュニティ、女性、労働者と労働組合の 9 つのグループが存在しており、1992 年の地球
サミットのフォローアップ。他のステークホルダーには、年配者、障がい者、自治体、ボランテ
ィア、財団、移民の各グループが含まれている。 














NEA SDGs の会合の結果は APFSD で報告され
るものの、それについて地域の視点から何をど
う改善していくか等の議論はされない。同様に、















































本部」を設置した。その翌週となる 5 月 26・27
日にG7伊勢志摩サミットを控えていたことから、
G7 議長国としてのアピールを狙って SDGs 推進
本部が設置されたと考えられる。
　推進本部の会合は半年に 1 回のペースで開催
されており、本稿執筆時点（2019 年 1 月）まで
に計 6 回開催された。第 1 回は SDGs 実施指針
を策定することを決定、第 2 回は SDGs 実施指
針を決定、第 3 回は SDGs の取組状況の共有と
「ジャパン SDGs アワード」の創設を決定、第 4
回は SDGs アクションプラン 2018 および第 1 回
「ジャパン SDGs アワード」受賞団体の決定、第
5 回は拡大版 SDGs アクションプラン 2018 を決
定、第 6 回は SDGs アクションプラン 2019 およ
び第 2 回「ジャパン SDGs アワード」受賞団体
の決定が行われた 7）。SDGs 推進本部の各回の開
催状況を見てみると、毎回 10 ～ 15 分の開催と


























9 月に首脳級の HLPF が開催されることを視野
にいれて設定されたものである。その後も首脳


























　SDGs 円卓会議は、年に 2 回の頻度で、推進本
























2018 年 6 月に「SDGs 未来都市」と「自治体
SDGs モデル事業」が選定されたところである。





















1 北海道、2 北海道札幌市、③ 北海道ニセコ町、
④ 北海道下川町、5 宮城県東松島市、
6 秋田県仙北市、7 山形県飯豊町、8 茨城県つ
くば市、⑨ 神奈川県、⑩ 神奈川県横浜市
⑪ 神奈川県鎌倉市、⑫ 富山県富山市、13 石川
県珠洲市、14 石川県白山市、15 長野県
16 静岡県静岡市、17 静岡県浜松市、18 愛知
県豊田市、19 三重県志摩市、20 大阪府堺市
21 奈良県十津川村、22 岡山県岡山市、㉓ 岡山
県真庭市、24 広島県、25 山口県宇部市


























②自治体 SDGs の推進に資する取組 
（1）自治体 SDGs の推進に資する取組の概要 
（2）情報発信・普及啓発、自治体 SDGs モデル事業の
普及展開








2 自治体 SDGsモデル事業（特に注力する先導的取組） 



















6 期総合計画」の中で定量的な SDGs 指標を組み
込んでいくことが予定されている（IGES・下川
町　2018）。
　下川町は第 1 回の SDGs アワード総理大臣賞
を受賞した優良事例ではある。とはいえ、全 55
件の応募の中から SDGs 未来都市に採択された















会では 266 団体（内、自治体が 162 団体）13）だっ
たのが、地方創生 SDGs 官民連携プラットフォー
ムでは 514 団体（内、自治体が 216 団体）14）に
まで増加している。
































資材、健康と福祉の 4 分野だけでも、2030 年ま













献するための 5 つのステップ（1．SDGs を理解
する、2．優先課題を決定する、3．目標を設定する、
4．経営へ統合する、5．報告とコミュニケーショ
ンを行う）を提示している（GRI et al. 2015）。
　UNGC の日本窓口であるグローバル・コンパ





に加盟する日本の企業・団体 16）の SDGs の取組
みに関する調査を毎年行っており、筆者も 2017
年からこれに参加している 17）。いずれの年も回答










は、ステップ 1「SDGs を理解する」が 2016 年

















総投資の 4 分の 1 を占めるようになっている。日
本では GPIF が、企業の公開情報をもとに ESG
要素を加味して銘柄を組み入れる株価指数を 5 つ
（総合型 2 つ、特定のテーマ型として女性活躍を














































図 6　SDGs Compass の進捗状況














図 4  
SDGs の認知度 















図 4  
SDGs の認知度 





問 1. SDGs の認知度・対応状況について n=500 
①SDGs について全く知らない（今回の調査で初めて認識） 84.2％ (421)  
②SDGs という言葉を聞いたことがあるが、内容は詳しく知
らない 
8.0％  (40)  
③SDGs の内容について知っているが、特に対応は検討して
いない 
5.8％  (29)  
④SDGs について対応・アクションを検討している 0.8％   (4)  




 ここまでの議論から SDGs の意義と、SDGs を実施していくにあたってのマルチ・レベル・ガ












市民参加が必要である。」とは、Our Common Future での一文である（WCED 1987）。2030





図 6  
SDGs Compass
の進捗状況 
表 4  
中小企業代表取締役の
SDGs 認知度・対応状況 
n=2016: 147　2017: 163　2018: 180
n=2016: 147　2017: 163　2018: 180
n=2016: 99　2017: 163　2018: 180

































































表 4　中小企業代表取締役の SDGs 認知度・対応状況
問 1. SDGs の認知度・対応状況について n=500
① SDGs について全く知らない（今回の調査で初めて認識） 84.2％ (421) 
② SDGs という言葉を聞いたことがあるが、内容は詳しく知らない 8.0％  (40) 
③ SDGs の内容について知っているが、特に対応は検討していない 5.8％  (29) 
④ SDGs について対応・アクションを検討している 0.8％   (4) 
⑤ SDGs について既に対応・アクションを行っている 1.2％   (6) 


































































































































月 10 日取得）　尚、第 7 回 SDGs 推進本部は、
2019 年 6 月の G20 大阪サミットの直前に開催
される予定であることが安倍首相から述べられて










境未来都市・SDGs 未来都市」（2018 年 12 月
10 日 取 得、https://www.kantei.go.jp/jp/singi/
tiiki/kankyo/teian/sdgs_sentei.html）
11） 応募総数は 55 件であった。内閣府地方創生推進
事務局のウェブサイトでは、応募自治体の全て
の提案がダウンロード可能となっている。（2018












2011 年度に東日本大震災の被災地 6 件を含む合
計 11 件が選定されていた。
13） 2018 年 2 月 28 日現在









17） 2016 年は 233 企業・団体に調査、147 の回答（回
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答率：63.0％）。2017 年は 254 企業・団体に調査、
163の回答（回答率：64.1％）。2018年は287企業・
団体に調査、180 の回答（回答率：62.7％）。








19） 2017 年 11 月 に、 筆 者 も 参 加 し た GCNJ・
IGES による共同インタビューの中での発言。
20） 例えば、Dryzek（2005）など参照。
21） 詳細は、蟹江編（2017）、Dodds et al.（2016）、
グ リ ー ン エ コ ノ ミ ー フ ォ ー ラ ム 編（2016、
2015、2014）等を参照。
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